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■ 第1節　内 部統制の基礎知識
1．内部統制の概念

内部統制とは、端的にいえば、業務を適切に、そして効率的に行えるようにするルールを
作り、それを守る仕組みのことである。内部統制の概念については、「事業体の取締役会、
経営者およびその他の構成員によって実行され、業務、報告およびコンプライアンスに関連
する目的の達成に関して合理的な保証を提供するために整備された 1つのプロセス1」とする
COSOフレームワーク2の考え方が広く普及している。
COSOフレームワークには 3つの目的と 5つの基本的要素がある。
3つの目的は、①「業務の有効性及び効率性」、②「財務報告の信頼性」、③「法令等の遵守」

を指し、 5つの基本的要素は、①「統制環境」、②「リスクの評価と対応」、③「統制活動」、
④「情報と伝達」、⑤「モニタリング」を指す。 3つの目的が組織をまとめるために重要であり、
このためには 5つの基本的要素が必要であると結論付けている。
また、我が国においても2007年に企業会計審議会によって公表された「財務報告に係る内
部統制の評価及び監査の基準」における内部統制の基本的枠組みの基礎となっている。なお、
当該評価及び基準では、我が国の実情を反映し、COSOフレームワークの 3つの目的に「資
産の保全」、 5つの基本的要素に「ITへの対応」を加え、 4つの目的と 6つの基本的要素が
重要であるという独自の考え方となっている。

図表 3　COSOと日本のフレームワークの相違点
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1　 出典：日本公認会計士協会出版局「内部統制の総合的フレームワーク・フレームワーク編」（2013年 5月）。
2　 1992年にアメリカにあるトレッドウェイ委員会支援組織委員会（COSO）が公表した現在の内部統制の基礎となった考
え方である。2013年 5月に改訂され、「規模の大中小、営利、非営利、政府機関を問わず、全ての事業体に適用される」
と明記された。
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2．我が国における内部統制の目的と基本的要素

（ 1）内部 統制の目的

前述のとおり、COSOフレームワークでは 3つの目的の中に含まれていると考えられる
「資産の保全」という目的を、我が国では独立した目的の 1つとして整理している。これは、
我が国での制度導入に当たり、会社法第381条第 2 項の監査役が財産の状況を調査すると
いう旨の規定との整合性を踏まえたものといわれている。
これにより、我が国の内部統制では、①「業務の有効性及び効率性」、②「財務報告の
信頼性」、③「法令等の遵守」、④「資産の保全」の 4つの目的となっている。定義を次の
とおり示す。

図表 4　内部統制の目的

（出典）企業会計審議会「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準」（2011年改正）を基に作成
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（ 2）内部統制の基本的要素

COSOフレームワークでは、内部統制の目的を達成するための基本的要素、つまり内部
統制の土台は 5つとなっている。一方で、我が国では 6つ目の要素として「ITへの対応」
を追加している。これは、近年進んでいるIT化に対する内部統制も重要な要素の 1 つで
あると判断したことによる。
これにより、我が国の内部統制では、①「統制環境」、②「リスクの評価と対応」、③「統
制活動」、④「情報と伝達」、⑤「モニタリング」、⑥「ITへの対応」の 6 つの基本的要素
となっている。なお、この中で統制環境が一番重要であるといわれている3。

図表 5　内部統制の基本的要素

（出典）企業会計審議会「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準」（2011年改正）を基に作成

3　 理由はP.11参照
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（ 3）目的と基本的要素の関係

前述のとおり、組織をまとめる上では内部統制の 4つの目的が重要であり、これらの目
的を達成するためには、 5つの基本的要素が必要であると考えられている。また、内部統
制の目的と基本的要素を事業単位（例えば、福祉事業や防災事業等）や活動（例えば、窓
口業務、債権回収業務等）ごとに設定することで、より具体的な対応を考えることが可能
となる。これら内部統制の目的、基本的要素及び事業単位や活動の関係を 1つの図で表す
と以下の図表のような立方体で示すことができる。

図表 6　内部統制の目的と基本的要素の関係イメージ

（出典） 地方公共団体における内部統制のあり方に関する研究会「内部統制による地方公共団体の組織マネジメント改革
～信頼される地方公共団体を目指して～」（2009年 3 月）

なお、民間企業等においては、2006年の会社法の施行により、一定規模以上の株式会社
に内部統制の整備と公表が義務付けられた。また、同年改正された金融商品取引法により、
2008年 4 月に始まる決算期から、上場会社等に財務報告に関する内部統制の整備と公認会
計士・監査法人による監査が義務付けられた。非営利法人でも同様に法律等によって内部
統制への対応が進んでいる。
これらの民間企業等と公的機関等の内部統制では、その目的の違いから、適用される範
囲等が異なる部分がある。
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3．内部統制に関するよくある疑問

一般的に内部統制は分かりにくい概念であるといわれている。そこで、内部統制に関する
類似用語の整理等よくある疑問についてQ&A形式で解説を行う。

Q1

A1

Q2

A2

Q3

A3
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Q5

A5
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A6
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■ 第2節　自治体における内部統制とは
1．地方自治法の改正による内部統制の制度化

自治体への内部統制の導入は、2016年に第31次地方制度調査会4より提言された「人口
減少社会に的確に対応する地方行政体制及びガバナンスのあり方に関する答申」を受けて、
2017年 6 月 9 日に「地方自治法等の一部を改正する法律」が公布されたことによる。なお、
第31次地方制度調査会の答申に示される以前から導入について、国で継続的に議論されてお
り、今回の法改正はこれまでの議論の集大成になる。

2．地方自治法の改正に至る経緯

2006年頃から始まった第 2次地方分権改革を推進する流れの中で、その前提として自治体
にも内部統制が必要と考えられた。これは、推進に当たって、自治体は自らの行財政運営に
ついて透明性を高め、行政を取り巻く様々なリスクに対し自律的に対応可能な体制を整備す
ることが望まれるとされたためである。
そこで、総務省では検討を開始し、2009年 3 月に「地方公共団体における内部統制のあり
方に関する研究会」による報告書が公表された。その後も様々な主体で内部統制の在り方等
が検討・研究されてきた。

図表 7　自治体の内部統制に関する議論の沿革

年月 内容

2009年 3 月 「地方公共団体における内部統制のあり方に関する研究会」の報告書の公表

2009年 6 月 第29次地方制度調査会「今後の基礎自治体及び監査・議会制度のあり方に関する答申」

2011年 1 月 「地方自治法抜本改正についての考え方（平成22年）」

2013年 3 月 「地方公共団体の監査制度に関する研究会報告書」、「住民訴訟に関する検討会報告書」

2014年 2 月 「地方公共団体における内部統制の整備・運用に関する検討会」の報告書の公表

2016年 3 月 第31次地方制度調査会「人口減少社会に的確に対応する地方行政体制及びガバナンスのあり方に関す
る答申」

2017年 6 月 「地方自治法等の一部を改正する法律」の公布（2020年 4 月 1 日施行）

2017年10月 「地方公共団体における内部統制・監査に関する研究会」の設置

2018年 7 月 地方公共団体における内部統制・監査に関する研究会「地方公共団体における内部統制制度の導入・
実施ガイドライン（たたき台）」

4　  地方制度調査会は、内閣総理大臣の諮問に応じて、地方制度に関する重要事項を調査審議し、助言する内閣府の附
属機関である。
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第31次地方制度調査会の答申を図示すると、以下の図表のとおりとなる。自治体への内部
統制の導入には、人口減少社会の中で事務処理が適正に行われないリスクが高まり、限られ
た財源でより適正かつ効率的に提供するための仕組みが求められる背景があった。

図表 8　内部統制の導入の背景

（出典） 第31次地方制度調査会「人口減少社会に的確に対応する地方行政体制及びガバナンスのあり方に関する答申」 
（2016年 3 月）を基に作成

3．地方自治法に基づく内部統制の概要

法改正によって、都道府県知事及び指定都市の市長は、「担任する事務のうち財務に関す
る事務等の管理及び執行が法令に適合し、かつ、適正に行われることを確保するための方針」
（内部統制に関する方針）を定めて公表し、必要な体制を整備・運用することとなった。
また、その運用結果を首長が自ら評価して内部統制評価報告書を作成し、監査委員の審査
を受けた上で議会に報告書を提出・公表することが義務付けられた。指定都市以外の市町村、
すなわち多摩・島しょ地域の39市町村は努力義務となる。
自治体における内部統制の制度化に当たって、内部統制の段階的な発展を促す観点から、
財務事務執行リスクが自治体の最低限評価すべき重要なリスクとされた。
財務事務執行リスクとは、「財務に関する事務の執行における法令等違反（違法又は不当）
のリスク」、「決算の信頼性を阻害するリスク」、「財産の保全を阻害するリスク」の 3つのリ
スクをいう。財務に関する事務とは、具体的には、地方自治法第 2編第 9章に規定されてい
る財務に関する事務を意味するもので、「予算の執行、収入、支出、契約、現金及び有価証
券の出納保管、財務管理等の事務の執行」をいう。
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財務事務執行リスクを最低限評価すべきリスクとした理由は、第31次地方制度調査会の答
申や「地方公共団体における内部統制の整備・運用に関する検討会」の報告書によると以下
の 3つとなる。

図表 9　財務事務執行リスクを最低限評価すべきリスクとした理由

（出典） 第31次地方制度調査会「人口減少社会に的確に対応する地方行政体制及びガバナンスのあり方に関する答申」 
（2016年 3 月）を基に作成

これに加えて、財務事務は監査委員が行う財務に関する事務の執行の監査の対象である。
そのため、財務事務執行リスクに対して内部統制を整備・運用することにより、監査委員が
監査すべき箇所を重点化でき、監査の実効性をより高めることが期待される。
財務事務執行リスクは、自治体が内部統制の理解を深めるきっかけとなり、また、内部統
制が組織文化として定着することが期待され、少なくとも最初から評価すべきリスクとして
設定されたものである。なお、財務事務執行リスクはあくまで最低限評価すべきリスクであ
ることから、首長が、必要に応じて財務事務執行リスク以外のリスクに取り組むことも有り
得る。

図表10　自治体における多様なリスクに関するイメージ

（出典） 地方公共団体における内部統制のあり方に関する研究会「内部統制による地方公共団体の組織マネジメント改革
～信頼される地方公共団体を目指して～」（2009年 3 月）を基に作成

・ 一般的に自治体にとって、影響度が大きく、また、発生の頻度も高く、重要なリスクで
あると考えられること
・ 自治体の事務処理の多くは予算に基づくものであるため、明確かつ網羅的に補足するこ
とが可能であり、内部統制の取組のきっかけとなること
・企業の内部統制を参考にしながら、内部統制を有効に機能させやすい分野であること
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4．自治体の内部統制に関するガイドライン（たたき台）

法改正を受けて、総務省は自治体職員や有識者等で構成される「地方公共団体における内
部統制・監査に関する研究会」を2017年に設置した。この研究会から2018年 7 月27日に「地
方公共団体における内部統制制度の導入・実施ガイドライン（たたき台）」（以下、「ガイド
ライン（たたき台）」という。）が公表された。これは、国が自治体に対し技術的な助言がで
きるとした地方自治法第245条の 4 第 1 項の規定に基づき、内部統制を導入及び実施する際
に参考となる基本的な枠組みや要点を示すものである。なお、ガイドライン（たたき台）の
確定版は2018年度中を目途に総務省から公表される予定である。
ガイドライン（たたき台）では、主として内部統制の導入が義務付けられる都道府県及び
指定都市を想定しているが、基本的な枠組みとしては、全ての自治体に共通しているものと
考えられている。なお、努力義務とされている指定都市以外の市町村においては、2020年 4
月 1 日施行の地方自治法第150条第 2 項に基づくものとして内部統制に関する方針を策定し
た場合は、内部統制評価報告書の作成等が求められることとなるが、導入初年度においては、
特にリスクの高い業務に限って取組を行ったり、評価項目を限定したりすること等により、
各団体の状況に応じて、発展的に取り組んでいくことも考えられるとされている。
また、内部統制を構築するための組織体制として、内部統制推進部局及び内部統制評価部
局を設けることが求められている。これらの設置には既存の組織を活用することが考えられ
るが、第三者的な視点からより効果的なモニタリングを行う観点から、内部統制推進部局と
内部統制評価部局は異なる部局であることが望ましいとされている。
なお、改正法の施行後 2年を経過した日を目途に、総務省において、ガイドライン等の見
直しについての検討を開始することが適当との記載もある。

図表11　ガイドライン（たたき台）の構成

（出 典） 地方公共団体における内部統制・監査に関する研究会「地方公共団体における内部統制制度の導入・実施ガイドラ
イン（たたき台）」（2018年 7 月）を基に作成
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5．地方自治法の改正による監査制度の充実強化

今回の法改正では、監査による監視機能を高めることを目的として、監査の実効性確保の
在り方、監査の独立性・専門性の在り方、監査への適正な資源配分の在り方についての見直
しも行われた。
具体的には、監査委員が監査等を行うに当たっては、監査基準に従うこととし、監査基準
は、各自治体の監査委員が定め、公表することが求められた。従来は監査基準に関する法令
上の規定がないことから、それぞれの自治体が独自に定めた監査基準によって、あるいは監
査委員の裁量によって監査を行われていた。このため、監査対象の選定や監査に係る判断の
根拠が必ずしも明確ではない等、各団体によって監査に関する品質水準に差異が生じるとい
う課題があった。
このような課題を解消し、監査の実効性を確保するためには、各自治体が定める監査基準
をある程度統一する必要があると考えられた。
そこで、監査基準は各自治体の監査委員自らが策定し公表するとした上で、総務大臣が、
監査基準の策定又は変更について、指針を示すこととされた。この指針については、総務省
が設置した「地方公共団体における内部統制・監査に関する研究会」において、内部統制に
依拠した監査の在り方とともに検討が行われている。
その他法改正による変更点として、勧告制度の創設5・監査専門委員の創設6・議選監査委員
の選任の義務付けの緩和7・条例により包括外部監査を実施する自治体の実施頻度の緩和8等
が行われた。

5　  監査委員は、監査の結果に対する報告のうち、特に措置を講ずる必要があると認める事項については、必要な措置を
講ずべきことを勧告することができる。

6　 専門の学識経験を有する者を監査専門委員として選任することができる。
7　 条例の定めによって議員のうちから監査委員を選任しないことができる。
8　  契約に基づく監査を受けることを条例により定めた市町村は、条例で定める会計年度において包括外部監査契約を締
結しなければならない。
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